
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

社会法判例研究(第74 回) : 薬学部教授の職種限定
合意の成否と薬剤師としての配転命令の有効性 : 学
校法人国際医療福祉大学(仮処分)事件

社会法判例研究会

鶴﨑, 新一郎
九州大学大学院法学研究院 : 協力研究員

https://doi.org/10.15017/4796024

出版情報：法政研究. 89 (1), pp.305-319, 2022-07-29. Hosei Gakkai (Institute for Law and
Politics) Kyushu University
バージョン：
権利関係：



（法政研究 89－1－305）305

社会法判例研究（第 74 回）

社会法判例研究会

薬学部教授の職種限定合意の成否と薬剤師としての配転命令の有効性

� ―――学校法人国際医療福祉大学（仮処分）事件�

　　　宇都宮地裁令和２年12月10日決定

　　　�令和２年（ヨ）56号　教授職解任処分無効による労働契約上の地位保全仮

処分命令申立、認容、労判1240号23頁

� 鶴　﨑　新一郎

【事実の概要】 

１（１）Ｙ（債務者）は、平成６年12月に設立された学校法人であり、平成７年

４月、国際医療福祉大学を開学し、現在、同大学には保健医療学部、薬学部、医

学部、成田看護学部等を開設している。またＹは、同大学の附属病院として、国際

医療福祉大学病院、国際医療福祉大学Ａ１病院等を設置している。

（２）Ｘ（債権者）は、平成４年３月にB大学薬学部を卒業し、博士（薬学）を取

得後、同大学の助手、講師を務め、平成25年４月に同大学医学部付属病院の准教授

を経て、同年９月に同大学を退職し、Ｃ大学病院の教授に就任した。その後、Ｘ

とＹは、以下のとおり、ＹのＡ１病院薬剤部長兼国際医療福祉大学教授として雇

用契約を締結した。

２（１）Ｙは、平成30年12月、令和２年４月にＡ１病院を開設予定であることから、

医療スタッフの更なる充実を図るため、そのホームページに、「薬剤部責任者と役

職者」と「医学部又は薬学部の薬学部教授、准薬学部教授若しくは講師」を兼任す

る者を募集する旨を掲載するとともに、薬学部のある各大学の学部長及び各病院長

に対し、公募文書を送付した。　

（２）Ｘは、上記の公募文書を踏まえ、Ｙに対し、〔ａ〕「現職：勤務先Ｃ大学病院、
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職名：教授・薬剤部長」、「専門分野：薬物動態学・毒性学、臨床薬理学、薬物性腎

障害」、「経験年数：臨床施設での臨床経験（20）年、大学・大学院等での教育経験

（20）年」、「希望学部・学科等：薬学部薬学科、医療薬学領域」、「希望職位：教授」

などと記載した平成31年１月１日付け「国際医療福祉大学専任教員応募エントリー

シート」を作成した上、〔ｂ〕Ｘの学歴、学位（博士（薬学））、職歴（2013年９月

１日からＣ大学病院　教授・薬剤部長・現在に至る）、学会活動等を記載した「履

歴書（専任教員）」及び〔ｃ〕これまでにＸが執筆した論文等、取得した特許及び

競争的資金の獲得状況等を記載した「業績目録」を提出した。

（３）そうしたところ、Ｙは、Ｘに対し、平成31年３月13日付け採用内定通知書と

ともに、その任用条件として、「所属：国際医療福祉大学Ａ１病院兼薬学部薬学科」、

「職位：薬剤部長および教授」、「職務：上記職位に付随する業務」、「任用：任期付専

任教員」などの記載がある書面を交付した。そして、令和元年７月１日、Ｘは、

Ｙとの間で、Ｘの職種・職位を「国際医療福祉大学薬学部教授（以下「薬学部教授」）、

Ａ１病院薬剤部長（以下、薬学部教授と一括して「薬学部教授等」）」とし、任期

を令和２年３月31日とする雇用契約を締結し、同年１月11日、任期を令和３年３

月31日までとする雇用契約を更新、締結した（以下「本件雇用契約」、更新前の上

記雇用契約と一括して「本件各雇用契約」）。

（４）Ｘは、令和２年４月１日、Ｙとの間で、「国際医療福祉大学教育職員の任期

に関する規程」（以下「教員任期規程」）に基づき、Ｘを薬学部教授等として任用

する（第１条）、Ｘの任期は、教員任期規程第２条に基づき、令和２年４月１日か

ら同３年３月31日までとする（第２条）、Ｘの担当する業務（教育研究活動及び大

学運営等）については、所属長の指示に従うものとし、常に教育研究者としての資

質の向上を図らなければならない（第４条）、Ｘは、教員任期規程、国際医療福祉

大学就業規則（以下「就業規則」、職員対象の「就業規則（職員）」、教員対象の「就

業規則（教員）」）及び就業の手引きの内容を確認し、これを遵守する（第７条）

等とする本件雇用契約を締結した。なお、本件雇用契約には、令和２年１月11日

付け「任期付専任教員雇用契約書」（以下「本件雇用契約書」）が作成されている。

３（１）Ｙは、令和２年６月26日、Ｙの従業員等からＸがハラスメントを行って

いる旨の訴えが届いていることを理由に、Ｘに対し、自宅待機を命じた。そこで、
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Ｘ代理人弁護士は、Ｙに対し、令和２年７月13日付けでハラスメントの事実を否

定する反論の通知書を送付した。

（２）Ｙは、令和２年８月15日、Ｘに対し、調査の結果、Ｘがハラスメント行為を

行ったと認定したこと（以下「本件ハラスメント認定」）を告げた上、配転命令に

よりＸの薬学部教授等の地位を解任し、国際医療福祉大学病院において勤務するよ

う命じるとともに（以下、この薬学部教授等の地位を解任し、国際医療福祉大学病

院において勤務するよう命じたＹの処分を「本件配転命令」）、減給、出勤停止７

日間及び始末書提出の懲戒処分を行った。なお、平成28年から令和２年５月まで

の間、Ｙの国際医療福祉大学薬学部においては、教職員からその余の職種に配転さ

れた者はいない。

（３）一方、Ｘ代理人弁護士は、令和２年８月17日、Ｙに対し、不服申立てを定め

るハラスメント調査委員会の規程の写し及びハラスメント調査委員会による調査結

果報告書の写しを交付するよう求めるとともに、本件配転命令は懲戒権の濫用で

あって無効であることなどを記載した通知書を送付した。

４（１）Ｘは、令和２年８月29日、Ｙから薬学部教授及び薬剤部長を解任される

とともに、同病院の薬剤師への違法な配転命令があったとして、Ｙに対し、主位的

に薬学部教授の地位にあること、予備的に薬剤師として勤務する労働契約上の義務

を負わないことを、それぞれ仮に定めるよう申立てたのが本件である。

（２）申立後、Ｙは、令和２年９月９日、Ｘに対し、変更されるＸの労働条件（①

契約期間：令和２年８月24日から令和３年31日まで、②就業の場所：Ａ１病院、

③従事する業務の内容：薬剤師、④契約更新の有無等：上記期間満了を待って、本

契約は解消する）が記載された「雇用契約書兼労働条件通知書」を示し、署名・押

印を求めたところ、Ｘは、これに応じた（以下、この合意を「本件配転合意」、上

記書面を「本件配転合意書」）。

【決定要旨】　申立認容

１　判断枠組み

　「ＹがＸに発した本件配転命令は、本件雇用契約（第７条）及び就業親則（教員）

第20条に基づき発動されたものであるが、このように雇用契約や就業規則等に配転
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命令の根拠となる規定等が存在する場合であっても、職務内容（職種）や勤務地を

限定する特別の合意があるときは、当該配転命令権の行使は、その合意（以下、こ

の特別合意を「職種限定合意」）の範囲内のものに限定され（特約優先の法理・労

働契約法７条ただし書）、これに反する配転命令は、特別の事情が認められない限

り、無効と解するのが相当である。」

２　争点１（本件職種限定合意の成否）について

ア　【決定要旨】１のとおり、「本件職種限定合意とは、Ｘの職種（職位）を薬学部

教授の地位に限定し、当該職種以外にＸを異動させないことを内容とする合意をい

うが、前記のとおり、本件雇用契約書においてはもとより、Ｙの就業規則（職員・

教員）のほか、Ｘに対する募集内容や内定通知書の記載内容等によっても、Ｘの職

種（職位）を薬学部教授に限定することを定めた明文の規定は認められず、その他、

採用時及びその後の交渉経過において明示的に上記職種限定合意が取り交わされた

形跡もうかがわれないのであるから、明示の合意により本件職種限定合意が成立し

たとは一応も認められない。もっとも、本件職種限定合意は黙示の合意による成立

を否定するものではないから、以下、この点につき検討する。」

　【事実の概要】２のとおり、「ＸはＹに薬学部教授として採用されたものである

ところ、このような一定の専門性を有する職種（職位）にある者については、採用

時及び採用後の交渉経緯、他の職員の雇用・採用条件との相違、職務遂行において

求められる職務・資格・技能等の専門性・特殊性の内容・程度等を総合考慮の上、

当該労働者の専門技術性等が労働契約締結及びその後の職務遂行過程において不可

欠の前提条件とされており、他職種への不異動が想定されていたか否かという観点

を踏まえ、黙示の本件職種限定合意の成否を判定すべきものと解される。」

イ　Ｘは、Ｙの公募に応じ履歴書（専任教員）及び業績目録を提出したところ、「Ｙ

は、平成31年３月13日付けで、Ｘに対し、「国際医療福祉大学Ａ１病院薬剤部長兼

国際医療福祉大学教授」として採用することが内定したことを伝え、その任用条件」

を記載した書面を交付したこと、そして、「Ｘは、令和元年７月１日、上記の任用

条件により、Ｙとの間で雇用契約を締結し、平成31年度において、臨床薬学○の授

業を１回担当し、論文を16本、著書を１冊それぞれ執筆したほか、公的研究費を

１件支給され、また、22の学会において発表を行い、その後、令和２年４月１日
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から翌年３月末までを期間として本件雇用契約を更新し、令和２年度においては、

研究助成金を３件獲得したことが一応認められるから、これらの事情を合わせ考

慮すると、学位（薬学博士号）に示されたＸの薬学に関する専門的・学術的知見等

は、本件雇用契約の締結及びその後の職務遂行過程において不可欠の前提条件とさ

れていたものということができ、Ｙは、かかるＸの専門性・学術性の高さに着目し

た上、Ｘは余人をもっては容易に代えがたい人材として本件各雇用契約を締結し、

「薬学部教授」としての職位を付与したものであって、その地位（職位）は他の職

種（例えば薬剤師）との間に互換性を有しないものとみるのが合理的である。」

ウ　「①本件雇用契約上、Ｘは薬学部教授のほかに薬剤部長としての職務遂行が求

められており、②Ｙの就業規則（教員）がＹの教員につき職種を限定する規定を置

いていないことからみて、本件雇用契約上、Ｘの他職種（特に薬剤師）への異動も

一応想定されているようにもみえる。

　しかし、Ｙは、･･････、Ａ１病院の開設に先立って、薬剤部の責任者と薬学部

の教職とを兼任できる者に絞って公募していたのであるから、Ｙにおいては、新た

に開設する病院の薬剤部を運営する能力のみならず、Ｙにおいて開設している大学

において、学生の指導をする能力を兼ね備えた者を採用することを念頭に置いてい

たものであって、それに応じ、ＸはＹに応募したものとみるのが自然である。そう

すると、本件各雇用契約の締結やその後の職務遂行過程において、Ｘは、薬剤部の

管理者のほか、薬学部教授として研究・教育活動を行うことが想定されていたもの

というべきであるから、職位の一つとして「薬剤部長」の肩書きが付与され、薬剤

師の資格を有することが望ましいとされていることは、薬学部教授の地位につき職

種限定合意を認定する妨げとはならない。」

　「むしろ、Ｙにおいては、」Ｘの採用手続、労働条件、また就業規則が他の職員

と異なること、雇用契約が１年間の任期付き契約であること、その更新も勤務評

定、当該業務の必要性、大学の経営状況等を総合的に勘案して判断するものとされ

ていること、一方で、薬学部教授会の一員としての特別の地位が付与されているこ

と、そして当該薬学部で教職員からの職種変更を伴う配置換えの実績がないこと

「などの事情を合わせ考慮すると、Ｙにおいては組織として「薬学部長（筆者注：

薬学部教授）」の職位にある者を他職種に異動させることは想定されていなかった



310（89－1－310）

判例研究

ものとみるのが自然である。」

エ　「以上の検討結果によれば、本件各雇用契約の締結及びその後の職務遂行にお

いて、Ｘが有する薬学に関する専門的・学術的知見等は不可欠の前提条件とされて

おり、かつ、Ｙにおいては組織として「薬学部教授」の他職種への異動は想定して

いなかったものというべきであるから、一応、ＸとＹとの間には黙示の合意による

本件職種限定合意が成立していたものと認められる。」

　「以下、本件職種限定合意が成立していることを前提に、争点２及び３を検討す

る。」

３　争点２（本件配転合意の成否）について

ア　本件配転合意は、「本件職種限定合意の効果を排除し、これに反した配転をす

ることに同意することを内容としたものであって、これにより労働者たるＸは一定

の不利益を被ることになるのであるから、このような合意の成否については、当該

不利 的
（ママ）

変更を受け入れる旨の記載がある書面等に署名・押印するなどといった労

働者の行為だけでなく、労働者により当該行為がされるに至った経緯及びその態

様、当該行為に先立つ労働者への情報提供又は説明の内容等に照らして、当該行為

が労働者の自由な意思に基づいてされたものと一応認めるに足りる合理的な理由が

客観的に存在するか否かという観点を踏まえて判断することが相当である（最高裁

平成28年２月19日第二小法廷判決・民集70巻２号123頁参照・上記のとおり「一応」

を付記した理由は本件が保全事件であることによる。）。」

イ　「Ｘは、本件ハラスメント認定以前からこれに対するＹの対応（特に自宅待機

命令）に代理人弁護士を通じて異議を表明していたものであり、実際に本件ハラス

メント認定を理由に本件配転命令を受けた後も、本件ハラスメント認定を含め、そ

の配転の内容それ自体に異議を述べ、本件配転命令の無効を主張して当庁に対し本

件申立てを行い、法的な救済を求めていたことに加え、本件配転合意書の署名・押

印時においても、本件配転命令の効力を争わないことを明示的に確認した事実はな

く、むしろ、わずか10分程度でその手続が終了したというのであるから、･･････そ

の署名・押印がＸの自由な意思に基づいてされたものであるとはいい難く、･･････

とりあえず本件配転合意書への署名・押印に応じたものであって、それは飽くまで

Ｙとの無用な軋轢を回避するための暫定的な取決めに過ぎなかったものとみるのが
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合理的である。

　そうすると、･･････Ｘは、本件配転合意書が本件配転命令に同意することを内

容とする書面であることを認識しつつ同書面に署名・押印したことが一応うかがわ

れるほか、病院職員証の返却や国際医療福祉大学病院への着任等本件配転命令を前

提としたＹからの要望にも応じていた事情等を踏まえても、本件配転合意書への署

名・押印がＸの自由な意思に基づいてされたものと一応認めるに足りる合理的な理

由が客観的に存在するものとはいえず、本件配転合意の成立は一応も認められない

ものというべきである。」

４　争点３（保全の必要性）について

　「上記２で検討したとおり、ＸとＹとの間には本件職種限定合意の成立が一応認

められ、本件配転命令は、この合意に反するものとして無効であるが、ただ、その

場合、Ｘが薬学部教授として地位にあることを仮に定めるのでなければ、その結果

として、･･････重要な研究課題に関する研究助成金の交付を受けられないなど、

Ｘの研究活動等に重大な支障が生じることが高度の蓋然性をもって予測されるとこ

ろである。そうすると、Ｘは、かかる研究者にとって致命的ともいえる不利益を回

避するため、現実にＹに対して薬学部教授として就労をすることを求める特別の利

益を有するものと解するのが相当であるから、この点に関するＸの主位的申立てに

は保全の必要性が認められるものというべきである。」

５　結論

　前記【決定要旨】１で「説示した判断枠組みによれば、本件配転命令は無効と

解されるから、本件申立てに係る被保全債権は疎明があり、また、Ｘの主位的申立

てにつき保全の必要性も認められる。」

【評釈】　結論に賛成。

１　本決定の意義

　本件は、ＹがＸに対し、本件ハラスメント認定を告げた上で、配転命令によりＸ

の薬学部教授等の地位を解任し、国際医療福祉大学病院において薬剤師として勤務

するよう命じたことについて、Ｘが、主位的に薬学部教授の地位にあること、予備

的に薬剤師として勤務する労働契約上の義務を負わないことを、それぞれ求めて地



312（89－1－312）

判例研究

位保全の仮処分を申立てた事案である。本決定は、Ｙの本件配転命令は無効であり、

Ｘは「Ｙに対して薬学部教授として就労することを求める特別の利益を有する」と

して、保全の必要性を認容した。

　本決定の特徴としては、Ｙにおける大学教授の職種限定性の判断にあたって、明

示の合意は否定したものの黙示の合意の成否を検討し、薬学部教授としての職種限

定合意を認定したこと、その上で薬剤師への配転合意に関しても職種限定を前提と

して、配転合意書への署名・押印等の行為が「労働者の自由な意思」に基づいたも

のか否か（山梨県民信用組合事件・最高裁二小判平成28・２・19労判1136号６頁を

引用）を判断し、配転合意の成立を否定したことが挙げられる。以下では、本決定

が大学教授について一定の専門性
（１）

を有する職種（職位）と位置づけていることを踏

まえて、職種限定及び配転合意の成否を中心に検討を加えていきたい。

２　本件職種限定合意の成否について（争点１）

（１）職種限定合意の判断枠組み

　本決定は、本件職種限定合意について、【決定要旨】２ア前段のとおり、「Ｘの

職種（職位）を薬学部教授の地位に限定し、当該職種以外にＸを異動させないこと

を内容とする合意」と定義付けた上で、本件雇用契約書等によっても職種（職位）

を限定する明文の規定はなく、「明示の合意により本件職種限定合意が成立したと

（１）�　専門職及び専門性の定義について、教育学分野における「専門職」養成の知見によれば、そ
の対象として、医師、法曹、大学教員、看護師、教員、薬剤師、管理栄養士等の11職種を専門
職として挙げている（橋本鉱一編『専門職養成の日本的構造』（玉川大学出版部、2009年）。また、
労働法分野においては、直接的に専門職、専門性を定義付ける研究は見当たらないが、実定法
上の規定内容について考察した最近の論考として、濱口桂一郎「専門職の労働法政策」季労
274号（2021年）207頁以下がある。例えば、「専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する
特別措置法第２条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準」によれば、「専門的な知
識、技術又は経験であって、高度なもの」の資格を有する者（第２号）として、公認会計士、
医師、弁護士、薬剤師等が規定されている。同様に、労働時間規制においても労基法38条の３
の「専門業務型裁量労働制」に関する「同法施行規則24条の２の２第２項第６号の規定に基づ
き厚生労働大臣の指定する業務」（労働省告示）７号に、「大学における教授研究の業務（主と
して研究に従事するものに限る。）」も規定されている。思うにこのような規定は、専門的知識
等を「専門性」と理解すれば、広義の専門職の定義の一例として参考にすることができる。こ
の点に関し、本稿では「専門性」の用語は多義的であることから、あくまでも「特定の分野」
を示すものとして限定的に理解する（例えば、労働法の専門性、労働事件の専門性等、また資
格の側面から弁護士や公認会計士の専門性等）。
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は一応も認められない。」と原則論を提示する。さらに例外的判断として、「黙示の

合意による成立を否定するものではない」と二段階構成で職種限定合意の成否を検

討する判断枠組みを示す。

　従来、職種限定合意の成否の判断については、日産自動車村山工場事件・最高裁

一小判平成元・12・７労判554号６頁によって、「機械工以外の職種には一切就かせ

ないという趣旨の職種限定の合意が明示又は黙示に成立したものとまでは認めるこ

とができ」ないという厳格な判例法理が形成され（九州朝日放送事件・福岡高判平

成８・７・30労判757号21頁もアナウンサーにつき同様に判示し、職種限定合意を

否定。上告審である最高裁一小判平成10・９・10労判757号20頁は、原審の判断を

正当として是認）、以降の裁判例では一定の専門性を有する職種を除き、職種限定

合意は認められ難くなっている。例えば、国家資格が必要な運行管理業務や配車業

務に従事してきた従業員に対する倉庫業務への配転命令の有効性及び職種限定合意

の有無が争点となった安藤運輸事件・名古屋高判令和３・１･20労判1240号５頁で

は、雇用契約書等の書面及び就業規則の規定から職種限定合意を裏付けることは難

しく、被控訴人を「運行管理業務以外の職種には一切就かせないという趣旨の職種

限定の合意が明示又は黙示に成立したことは認められない。」として、前掲最高裁

の判例法理に沿った論理を展開し、明確に職種限定合意を否定している
（２）

。

　一方で、職種限定合意を認めた近時の裁判例として、外科医に対する配転命令及

び診療禁止命令の有効性並びに職種限定合意の成否が争点となった地方独立行政法

人岡山市立総合医療センター（抗告）事件・広島高岡山支決平成31・１・10労判

1201号５頁がある。この決定では、前掲判例法理のような外科医以外には「一切就

（２）�　他に「一切就かせない」という前掲最高裁の判例に従った事案として、情報システム専門職
の職種限定合意を否定したエルメスジャポン事件・東京地判平成22・２・８労判1003号84頁、
同様にタクシー乗務について否定した古賀タクシー事件・福岡高判平成11・11・２労判790号76
頁、等がある。一方で、同法理は引用しないものの、近時の裁判例（学校法人以外）において、
職種限定合意を積極的に認定したものとしては、損害保険会社のリスクアドバイザー（RA）
の職種変更に係る事案である東京海上日動火災保険（契約係社員）事件・東京地判平成19・３・
26労判941号33頁、合併前後でソリューションプロバイダーリーダー（SPL）からライフプラン
コンサルタント（LC）（通常の営業社員）に職種変更後に、懲戒解雇された事案であるジブラ
ルタ生命（旧エジソン生命）事件・名古屋高判平成29・３・９労判1159号16頁（原審では職種
限定が否定され、控訴審では職種限定が認定された）、等がある。なお、裁判例の動向につい
ては、水町勇一郎『詳解労働法第２版』（東京大学出版会、2021年）506-509頁が詳しい。
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かせない」という趣旨の職種限定合意に関する判示は採用せず、職種限定の明示的

な合意がないことから、黙示的な合意の有無を検討し、その成立を認めている（次

項イ後段参照）。同様に前掲判例法理を引用しない裁判例として、病気休職期間満

了後の大学准教授から事務職への職種変更命令の効力が争点となった学校法人日通

学園（流通経済大学）事件・千葉地判令和２・３・25労判1243号101頁では、明示

又は黙示の合意という二段階構成を採るまでもなく、各考慮要素を総合的に考慮し

た上で、教育職員としての職種限定合意を認めている（次項ア、イ後段参照）。

　このような判例及び裁判例の傾向にあって、本決定は教授以外の職種に「Ｘを異

動させない」という表現を使用し、「一切就かせない」という職種限定合意の判断

枠組みに近い判示を行いながらも、雇用契約締結時は明示の合意を中心に、その上

で黙示の合意は契約の更新時以降の事情も踏まえた検討を行い、職種限定合意を認

めたものである。この点、意思決定のプロセスを重視するならば、明示の合意と黙

示の合意を明確に区分し評価する判断枠組みは、契約成立と展開の局面における契

約解釈として適切であり
（３）

、結論と併せ妥当であると思われる。ただし、本決定は、

上記判例及び裁判例のような期間の定めのない労働契約における職種限定合意の成

立の事案とは異なり、あくまでも教員任期規程に基づく、任期を付した雇用（労働）

契約の事案であることを留意する必要がある。

（２）「黙示の合意」の成否に係る考慮要素とその評価

　ア　本決定は、まず、本件薬学部教授について、「一定の専門性を有する職種（職

位）にある者」とその検討対象を限定する。次に、黙示の本件職種限定の合意の成

否を判定する枠組みについて、【決定要旨】２ア後段のとおり、①採用時及び採用

後の交渉経緯、②他の職員の雇用・採用条件との相違、③求められる職務・資格・

（３）�　新屋敷恵美子「労働契約成立局面における契約内容決定と契約解釈準則―書面の非絶対性と
合意の具現化―」日本労働法学会誌134号(2021年）140-144頁は、契約成立局面での契約解釈に
資するものとして、三つの契約解釈準則を提示する。その第二準則では、「明示条項や書面に言
及がない場合であっても、当然拘束されていると評価できる内容、･･････に基づいて、その具
体的な合意内容を明らかにしていくべきである。」と論じており、任期を付した雇用（労働）
契約を念頭においた見解ではないものの、本決定における職種限定合意の評価の参考となる学
説である。

　　�　なお、民法理論によれば、契約締結時の意思表示としては、明示あるいは黙示であるかは問
わないとされている（上田誠一郎『契約解釈の限界と不明確条項解釈準則』（日本評論社、2003
年）248頁）。
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技能等の専門性・特殊性の内容・程度等を考慮要素として掲げ、それらの総合考慮

を行うこと、その上で、④専門技術性等が労働契約締結及びその後の職務遂行過程

において不可欠の前提条件とされており、⑤他職種への不異動が想定されていたか

否かという観点を踏まえて、判定すべきものと立論する。この判断枠組みの①から

③の考慮要素は、先例である前掲学校法人日通学園事件においても類似の要素を掲

げるなど、従来の裁判例や学説に沿うものであり妥当と考える
（４）

。その上で、本決定

は、④の専門技術性等が契約締結及びその遂行過程において不可欠の前提条件であ

ると理解し、さらに⑤のとおり不異動が想定されていたか否かという観点を付加し

ており、「一定の専門性」の判断をより慎重に行おうとしているように思える。

イ　このことに関し本決定は、上記アの判断枠組みへの当てはめにおいて、考慮

要素等の解釈の幅を拡げ、より慎重な認定を行っている。すなわち、本決定は、【決

定要旨】２イのとおり、上記④の要素については、「薬学に関する専門的・学術的

知見」等を契約締結及びその遂行過程の不可欠の前提条件とし、⑤の要素では、Ｙ

はＸの「専門性・学術性の高さ」に着目し、Ｘが「余人をもっては容易に代えがた

い人材」であるとして、「薬学部教授」の職位を付与し、他の職種との間の「互換

性を有しないものとみるのが合理的である」と判示する。この点、本決定の疎明事

実でも認定されているように、Ｘの学位（博士（薬学））、教育研究上の業績、競争

的資金の獲得等は、大学教授の専門性・学術性の高さを裏付ける根拠となるもので

ある。

　この一定の専門性の評価に関し、前掲地方独立行政法人岡山市立総合医療セン

ター（抗告）事件では、抗告人は25年間にもわたり、外科医師として勤務しており、

多数の認定医・指導医の資格を有していること、またこれら資格の更新には外科医

（４）�　裁判例の職種限定合意の成否における考慮要素や事情の考え方を整理、分析したものとして、
白石哲『労働関係訴訟の実務〔第２版〕』（商事法務、2018年）224-226頁がある。その考慮要素
としては、「使用者の規模・事業内容・採用状況・配転の実績や、労働者の職種・業務内容・そ
の業務に従事してきた期間・配転命令の目的等」が判断の対象とされる。また、本決定の大学
教授のように「一定の専門性を有する職種」については、上記考慮要素に職務・資格・技能等
の「専門性・特殊性」が設定される。これらの判断枠組みについて学説では、例えば、石田眞「労
働者のキャリア形成への期待と配転命令権の限界－安藤運輸事件・批評」労旬1989号（2021年）
32頁は、「専門性を有する職種についている労働者に関する職種限定の黙示の合意の有無につい
ては、採用時・採用後の経緯、職務・資格・技術等の専門性に関わる事情などをもとに認定で
きる」と述べる。
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師として臨床に従事することが必須であることが認められ、このような「外科医師

という職業は、極めて専門的で高度の技能・技術・資格を要する」こと、「外科医

師として就労させない勤務の形態を予定して、抗告人を雇用したとは認められな

い」ことが認定されている。また、前掲学校法人日通学園事件では、教育職員につ

いては、教員資格審査基準及びその内規において、「高度かつ専門的な経歴及び知

識並びに教育能力を持った人物に限定していること」、「学生を教授し、その研究を

指導し、または研究に従事するという高度教育機関の根幹部分の業務を担うこと」

が認定されている。このように、外科医師、大学教授の「一定の専門性」を判断す

る考慮要素では、「専門的」かつ「高度」な能力と業務遂行等が共通の認識であり、

本決定の①から③の総合考慮の段階で判断しているものと解することができる。一

方で、上述したように本決定の④と⑤の観点を付加したより慎重な判断の枠組み

は、本決定が職種限定という例外的判断を行うにあたって、より説得的に論じてい

ると評価することも可能である。

　ウ　さらに、【決定要旨】２ウ後段においては、同２アの判断枠組みの各考慮要

素に基づき、Ｘの採用手続、労働条件、１年間の任期付き契約、その更新の評価

方法、一方で、薬学部教授会の一員としての特別の地位が付与されていること「な

どの事情を合わせ考慮すると、Ｙにおいては組織として「薬学部長（筆者注：薬学

部教授）」の職位にある者を他職種に異動させることは想定されていなかった」と

判断しており、妥当な結論であると思われる。殊に、本件の特徴の一つとして、Ｘ

とＹの雇用契約が１年間の任期付き契約であることを⑤の考慮要素の判断材料の

一つとして挙げており、令和２年８月29日の仮処分申立であることを考えると、

令和３年３月31日で任期満了が想定されていたことから、１年間の任期期間内で

の職種変更は考え難かった事案であり、従来の裁判例との比較においても限定的な

事案であったと言える。

　エ　以上の検討結果として本決定が、【決定要旨】２エのとおり、ＸとＹとの間に

は黙示の合意による本件職種限定合意が成立していたと認定した結論は妥当である
（５）

。

（５）�　従来の裁判例においては、大学教員の職種限定合意が認定された事案は限られている。職種
限定合意を肯定した事案としては、前掲学校法人日通学園事件の他、助教授から事務職への職
務変更命令について、職種は「教育・研究的職務に限定されたもの」と認定した学校法人金井
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３　本件配転合意の成否について（争点２）

　本件では、本件雇用契約において職種限定合意が成立しており、その職種の変更

にＸの同意が必要であることを前提とした上で、Ｙからの「Ｘの自由な意思に基づ

き本件配転合意が成立した」という主張に対する裁判所の判断が論点となってい

る。Ｘは、本件配転命令は無効であるとして異議を留保した上で、自由な意思に基

づき本件配転合意書に署名・押印したものではないと主張する。そこで裁判所が示

した判断枠組みが、【決定要旨】３アで示された前掲山梨県民信用組合事件最高裁

判決の引用による労働者の「自由な意思」論である。この最高裁判決は、退職給与

規程の不利益変更の事案であるが、その射程は近時の裁判例をとおして拡がりを見

せており、本件のような配転合意の評価にも引用できるものと解される
（６）

。ここ数年

の裁判例だけでも、同事件最高裁判決を引用した事案は、賃金の一部減額（共済掛

金負担金の廃止
（７）

）、不更新条項に基づく雇止め（本件では同最高裁判決の論理は射

程外と判示
（８）

）、退職勧奨拒否による賃金減額とその後の解雇
（９）

、及び不更新条項の締

結
（10）

に関する労働条件等が挙げられ、労働者の「自由な意思」に基づく同意であるか

学園（福井工大）事件・福井地判昭和62・３・27労判494号54頁、国家資格の認定課程を担当す
る教員の職種限定の合意（明示又は黙示の認定はない）を認めた学校法人村上学園事件・大阪
地判平成24・11・９ LEX/DB25483588、大学教授が配転命令を拒否し解雇された事案で、職種
が限定された職員を他の異職種へ配転する場合、原則として同職員の同意が必要であるとされ
た学校法人越原学園（名古屋女子大学）事件・名古屋高判平成26・７・４労判1101号65頁、過
去の大学教員としての勤務の実績から黙示の合意を認定した学校法人大乗淑徳学園事件・東京
地判令和元・５・23労判1202号21頁が挙げられる。一方で、職種限定合意を否定した近時の事
案として、北陸大学事件・金沢地決平成19・８・10労判948号83頁（ダ）、学校法人帝京大学事件・
東京地判平成25・２・14LEX/DB25500326、鈴鹿医療科学大学事件・名古屋高判平成26・１・30
労旬1821号72頁、学校法人原田学園事件・広島高裁岡山支判平成30・３・29労判1185号27頁、学
校法人奈良学園事件・奈良地判令和２・７・21労判1231号56頁がある。

（６）�　野田進「判例研究/山梨県民信用組合事件：企業合併に際してなされた退職給与規程の不利
益変更への労働者の同意」労旬1862号（2016年）36頁以下。また近時の裁判例を事案ごとにま
とめ分析した論考として、和田肇「山梨県民信用組合事件最高裁判決のその後」季労270号（2020
年）40頁以下参照。

（７）�　学校法人近畿大学事件・大阪地判平成31・４・24労判1221号67頁［賃金等請求（甲事件）、原
告Ａ：一部認容、一部棄却、賃金請求（乙事件）、原告Ｂ：棄却］。

（８）�　日本通運（川崎・雇止め）事件・横浜地川崎支判令和３・３・30労判1255号76頁［無期転換
逃れ地位確認請求、棄却］。

（９）�　グローバルサイエンス事件・大阪地判令和３・９・９LEX/DB25590932［地位確認等請求、
一部認容、一部棄却、一部却下］。

（10）�　Ａ学園事件・徳島地判令和３・10・25労経速2472号3頁［労働契約上の地位確認等請求、一部
認容、一部棄却、一部却下］。
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否かの判断がなされている。ただし、このような裁判例の拡がりが意思表示の解釈

として妥当な法理論であるかは、立法論も含めて再考する必要がある
（11）

。

　本決定においても、同事件最高裁判決の判断枠組みに当てはめを行った結果、【決

定要旨】３イ後段のとおり、「本件配転合意書への署名・押印がＸの自由な意思に

基づいてされたものと一応認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在するものと

はいえ」ないとして、本件配転合意を否認した。本件前提事実及び疎明事実の認定

のとおり、Ｘは、当初から配転の内容それ自体に異議があることを明確に示してお

り、それ以降の配転の事務手続きにおいて形式的に書類等に署名・押印をしたとし

ても、本決定が示すように「暫定的な取決めに過ぎなかったものとみるのが合理的

であ」り、合意を認定することは難しかったと考える
（12）

。

４　保全の必要性について（争点３）

　本決定は、【決定要旨】４のとおり、「Ｘは、かかる研究者にとって致命的とも

いえる不利益を回避するため、現実にＹに対して薬学部教授として就労をすること

を求める特別の利益を有する」として、地位保全の必要性を認めた
（13）

。本件のように

緊急の必要性がある場合
（14）

には、教授の地位にあることの保全仮処分命令申立が認容

されるという結論は妥当である
（15）

。他方、Ｙの主張において、就労請求権を前提とす

（11）�　野田進「不利益な労働契約条項に対する『労働者の同意』―フランス労働法に示唆を求めて―」
法政研究81巻４号（2015年）317頁以下では、既に、山梨県民信用組合事件最高裁判決以前の判
例の動向を分析し、「自由な意思」論の妥当性に着目した検討が行われている。具体的には、「労
働者の同意は自由な意思によるものでなければならないという法理」に関して、「こうした理論
は必要に迫られて生じたものであるとはいえ、そもそも事実認定の問題以上に意思論として妥
当であるかについては、なお議論の余地があるといえよう。」（330-331頁）との懸念を表明され
ていた。改革の方向性としては、フランス法からの示唆である「団体的なサポート、行政的な
サポート、法定手続の保障など、ナイーブな意思論から脱却するための労働法的技術を駆使す
ることで問題に取り組むべきである。」（344頁）と主張される。

（12）�　中窪裕也・野田進『労働法の世界〔第13版〕』（有斐閣、2019年）354-356頁、西谷敏『労働法
第３版』（日本評論社、2020年）246-249頁を参照。

（13）�　仮処分事件における被保全権利と主文、保全の必要性等に関する緒論点について検討した論
考として、竹村和也「配置転換をめぐる仮処分の裁判例と実務」季刊労働者の権利341号（2021
年）20頁以下参照。竹村氏は、本件国際医療福祉大学（仮処分）事件のＸ代理人弁護士である。

（14）�　西谷・前掲注（12）244頁参照。
（15）�　同旨の仮処分事案として、学部再編に伴うドイツ語の廃止による債権者らの解雇が無効であ

るとして、雇用契約上の地位保全等を求めた事案である前掲北陸大学事件（注（５）参照）が
ある。同決定は、「教授として講義等を担当したり、研究活動を行うことは、単なる雇用契約上
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る本件Ｘの主張は認められないとするが、本決定はこの点に言及することなく「特

別の利益」の有無で処理していることから、今後同様の訴訟等の参考になると思わ

れる。

の債務者に対する労務の提供に止まらず、債務者が保障すべき雇用契約上の権利又は利益に該
当するというべきである。」と述べた上で、「前記権利又は利益に関し著しい損害又は急迫の危
険が生じるというべき」として、保全の必要性を認めた。なお、本件は、前記争点１との関連
では、「ドイツ語科目のみを担当する旨の職種限定合意」を否定した事案でもある。




